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■シンポジウムⅡ

　

症者で占めているという状況でございます。

　この軽症者の増加というのは、幾つかの理由があ

ると思いますけれども、核家族化の影響であるとか、

仕事を持っている人は仕事の都合でなかなか昼間に

受診できなということもあるかもしれません。また、

中には非常に安易に救急車を利用するという方もお

られるのではないかなというふうに思います。

　夜間、休日の診療のついては、救急搬送だけでは

なくて、病院への直来の患者さんにも同じような状

況が生じております。このまま救急搬送患者が増え

ますと、救急隊員や救急車の数も増えてはいますが、

いずれ対応に限界がくるのは間違いのないところで

あります。

　既に、救急車による救急搬送の有料化など対策を
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　それでは、救急医療についてお話をさせていただ

きたいと思います。

　今までお話しありましたように、産婦人科とか小

児科については、医師の絶対数と地域の偏在という

のが問題になっております。救急医療は内科系、外

科系の患者さんも多く、内科系、外科系の医師数は

減っていないということで、問題がないというよう

に思われているかもしれませんけれども、現実には

問題が起きております。

　　（スライド１）

　これは、さいたま市での救急搬送患者数です。平成

12年から平成17年を年度で見たものです。これはさ

いたま市消防の統計を利用させていただきました。一

番右の欄が搬送の総数ですが、毎年大体2,000件ずつ

増えております。患者さんの重症度を見てみますと、

死亡、それから重症者、これはわずかに増えています

が、その数にほとんど変化はないという状況です。こ

れに比べまして、軽症者というのは確実に増えており

ます。この５年間で8,000人増加をしております。

　このスライドを見ていただきますともっとわかり

やすいと思いますけれども、これは各年度の救急搬

送患者数をグラフにしたものです。一番上の青で示

した軽症者が増えているということがおわかりいた

だけると思います。５年間に１万 1,000 人の救急搬

送患者の増加が見られるわけですけれども、先ほど

お話したように、8,000 人が軽症者、７割以上を軽
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　　（スライド２）



―115―

考えている自治体が出てきております。治療を急ぐ

患者さんに対しては、これは私も影響が出てはいけ

ないというふうには思いますけれども、軽症者の救

急車の利用というのは、何らかの形で抑制をするこ

とは必要ではないかというふうに考えております。

　　（スライド３）

　これは、救急搬送患者のさいたま市内の受け入れ

医療機関です。平成 17年度の欄を見ていただきま

すと、当院は救命救急センターと合わせてさいたま

市内の救急搬送患者約 6,800 名を受け入れておりま

す。これ以外にも市外からの患者搬送もございます。

これは、受け入れ件数の多い順に並んでおりますけ

れども、上位 10病院でさいたま市内の救急搬送患

者の 65％を受けております。さらに上位 20病院で

その 80％を受けております。17年度の右側に 16年

度の受け入れ数も上げてありますが、平成 16年度

から平成 17年度の救急搬送患者の増加は 3,000 名

です。その増加をこれら 20の病院でも同じ割合で

受け入れているのが現状です。

　　（スライド４）

　これは、それ以外の医療機関の受け入れ件数を示し

ておりますけれども、ほとんどが病院でございます。

　今後、これ以上救急搬送患者数が増えると、平日

の日勤帯はともかく、夜間、休日には受け入れ数の

病院から診療が難しくなるということが予想される

わけでございます。

　先ほどから出ていますように、受け入れ数の多い

病院は同じ問題を抱えておりまして、当直医が、夜

間、休日救急搬送患者だけではなくて、直来患者、

入院患者の診療でほとんど眠れないということもし

ばしばです。

　当直の翌日は、これも先ほどから何人もの先生が

お話しをされていますけれども、休める形にはなっ

ておりますけれども、実際には外来診療であるとか、

検査、または手術などで実際にはなかなか休めない

というのが現状です。

　当然のことながら、これらの忙しい病院での医師

は疲弊をしてきております。忙しい病院での勤務を

続けられず退職をする医師もおります。その医師た

ちは、当直業務がより楽な病院に異動する人もおり

ますし、個人医院の開業をするものも出ております。

　病院では、退職者が出れば新たに医師を雇います

けれども、忙しい病院は待遇にもよりますけれども

敬遠されるという傾向にあります。

　また、新しい臨床研修医制度が発足して一部の大

学を除き、大学での研修医が減って医局員も減った

ということから、大学からの医師の派遣も制限され

て、このことも医師の退職後の補充を難しくしてお

ります。

　　（スライド５）
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　これは当院での大学からの医師の派遣の制限され

た科を上げてあります。５つほど上げておりますけ

れども、これでも恐らくほかの病院に比べればまだ

いい方ではないかというふうに思っております。

　　（スライド６）

　当院では、救命救急センターを持っております。３

次の救急患者さんを受けるわけですけれども、救命救

急センターは救急の専門医を置くことが求められてお

ります。救急医学会が認定する医師の数は、ここに見

られますように、毎年徐々に増えております。しかし

救急の専門医も24時間対応ということでありますの

で、夜勤の回数が必然的に多くなります。途中で救急

医を辞めるものもおりますので、結果的にはその数は

決して増えていないというのが現状です。

　救命救急センターを持つ病院だけでなくて、重症

者を多く受け入れている病院はどこでも同じだろう

と思いますが、救急患者、それから直来患者の診療

の中で多くの軽症患者の診療も行っております。し

かも軽症者が多く受診することから、本来の使命で

ある入院が必要な患者さんの診療に影響が出ており

ます。夜間、休日の軽症患者さんの診療というのは、

もう一部の医療機関だけでは担いきれないという状

況です。これについては、やはり開業医の先生方も

含めたすべての医療機関で考えていかなければなら

ない問題ではないかと考えおります。

　加えて、今医療制度が非常に大きく変わろうとし

ております。急性期医療を行う病院の病床数は、療

養型の病院の病床数が削減されつつあるのと同じよ

うに、今後削減されるだろうと思います。その結果、

救急医療を積極的に行っている病院がさらに忙しく

なるというような状況に陥らないように、厚生労働

省にはやはりちゃんと意見を言っていく必要がある

と考えております。

　救急医療は、これを行う体制をつくることは簡単

ではありません。そして、その体制を維持するのに

も非常に大きな努力が必要です。救急医療に携わる

医師を増やすには、単に医師の数を増やすというだ

けでは解決しないということを、やはり理解してい

ただかなければならないと思っております。

　今の診療報酬制度は、基本的には診療行為を評価

するという形になっているかと思います。病院につ

いていえば、地域医療支援病院などその役割を診療

報酬上の評価にも加えているわけですから、救急医

療もその病院の果たすべき役割というのを果たして

いるのであれば、これは結果を検証する必要はある

かと思いますけれども、診療報酬上も当然評価をし

てもらってもいいのではないか、病院としてもそう

いう訴えを今後していかなければならないのではな

いかなと思います。

　最後につけ加えて言わせていただければ、このよ

うな状況を、先ほど栃木先生も言われていたように、

地域住民にも訴えていって、医療関係者だけではな

く、患者さん、地域住民にも理解していただくとい

うことが、やはり基本になければならないのではな

いかと考えております。

　以上でございます。




